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Ⅰ．行動計画の目的

１．背景

我が国において未曾有の被害をもたらした東日本大震災以降、政府全体で防災・

減災対策が進められている。このうち、災害時の廃棄物対策では、国土強靱化基本

計画（平成26年６月３日閣議決定）、南海トラフ地震防災対策推進基本計画（平成

26年３月28日中央防災会議決定）等において、災害廃棄物の適正かつ円滑・迅速な

処理の実施に向けた計画の策定を重要な課題として位置づけているところである。

この間、環境省において災害廃棄物対策指針の策定（改定、平成30年３月）、大

規模災害発生時における災害廃棄物対策行動指針の策定（平成27年11月）等を行う

とともに、災害対策基本法や廃棄物処理法の改正等を通じて、①災害対策に係る国

の司令塔機能の強化、②国、地方公共団体、民間事業者の役割の明確化、③大規模

災害発生後の適正処理に係る方針の明確化等が行われている。

また、地方公共団体においては、災害廃棄物対策指針等を活用しつつ、災害廃棄

物処理計画の策定・改定に向けた取組等が進められているところである。

こうした中、平成28年４月の熊本地震、平成30年は平成30年7月豪雨、大阪府北

部を震源とする地震、台風第21号と近畿地方でも立て続けに災害が発生し、被災地

域への人員・資機材等の緊急的な支援はもとより、災害廃棄物の広域的な処理も含

めた事前の備えの重要性がより明確になった。

南海トラフ巨大地震、近畿圏直下型地震等の大規模災害に際しては、府県や近畿

ブロックを越えた連携が必要になると見込まれている。このような状況を踏まえ、

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県（以下「近畿ブロック」とい

う。）における大規模災害に伴う廃棄物の適正かつ円滑・迅速な処理を実現するた

め、各主体が取り組むべき具体的・標準的な手順を示す近畿ブロック大規模災害廃

棄物対策行動計画（以下「行動計画」という。）を策定するものである。
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２．近畿ブロック協議会の役割

大規模災害発生時廃棄物対策近畿ブロック協議会（以下「近畿ブロック協議会」

という。）は、府県、市町村（政令市、中核市、府県推薦市町村）、民間団体、有

識者、国の機関からなる。災害時の廃棄物対策について情報共有を行うとともに、

大規模災害発生時の廃棄物対策に関する広域的な連携について検討し、行動計画の

策定に結びつけることを目的に、平成 27 年１月に設立された。

表 1-1 近畿ブロック協議会構成員（2019 年 7 月時点）

地
方
公
共
団
体

府 県

滋賀県 琵琶湖環境部循環社会推進課
京都府 府民環境部循環型社会推進課
大阪府 環境農林水産部循環型社会推進室資源循環課
兵庫県 農政環境部環境管理局環境整備課
奈良県 くらし創造部景観・環境局廃棄物対策課

くらし創造部景観・環境局環境政策課
和歌山県 環境生活部環境政策局循環型社会推進課

政令市

京都市 環境政策局循環型社会推進部ごみ減量推進課
大阪市 環境局総務部総務課
堺市 環境局環境事業部環境事業管理課
神戸市 環境局環境政策課

中核市

大津市 環境部廃棄物減量推進課
豊中市 環境部減量計画課
高槻市 産業環境部資源循環推進課
枚方市 環境部環境総務課
東大阪市 環境部環境事業課
八尾市 経済環境部資源循環課
寝屋川市 環境部環境総務課
姫路市 環境局美化部リサイクル推進課
尼崎市 経済環境局環境部資源循環課
西宮市 環境局環境事業部美化企画課

環境局環境施設部施設管理課
明石市 市民生活局環境室環境総務課
奈良市 環境部廃棄物対策課
和歌山市 市民環境局環境部一般廃棄物課

府 県
推 薦
市町村

柏原市 市民部環境対策課
大阪府 太子町 まちづくり推進部生活環境課
洲本市 市民生活部生活環境課
豊岡市 市民生活部生活環境課
田辺市 市民環境部廃棄物処理課

民間団体
大阪湾広域臨海環境整備センター 企画課
公益社団法人 大阪府産業資源循環協会
一般社団法人 兵庫県産業資源循環協会

有識者 京都大学大学院 地球環境学堂 准教授 浅利 美鈴 【座長】

国の機関
国土交通省 近畿地方整備局 防災室
環境省 近畿地方環境事務所 資源循環課【事務局】

オブザーバー

関西広域連合 広域防災局 広域企画課
鳥取県 循環型社会推進課
徳島県 県民環境部環境指導課
神戸大学大学院人間発達環境学研究科 准教授 田畑 智博
龍谷大学理工学部環境ソリューション工学科 講師 水原 詞治
公益財団法人 廃棄物・３Ｒ研究財団 研究参与 高田 光康
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表 1-2 近畿ブロック協議会における検討事項等

○各構成員が実施又は検討している災害時の廃棄物対策に関する情報の共有

○近畿ブロックにおける大規模災害発生時の廃棄物対策に関する広域連携に

ついての検討

○近畿ブロック以外の実施又は検討されている大規模災害発生時の廃棄物対

策に関する情報の共有

○その他、本協議会で検討が必要な事項

出典：「大規模災害発生時廃棄物対策近畿ブロック協議会設置要綱」

平常時は、協議会や研修等を通じて関係者のスキル向上や関係者間の連携を促進

するとともに、災害時には、地方公共団体、国、有識者、民間団体等の関係者をつ

なぐ結節点としての役割が期待されている。

表 1-3 近畿ブロック協議会の主な役割

平常時

○国、府県、市町村、関西広域連合、全国規模の廃棄物関連団体等の

近畿支部、近畿ブロックの民間事業者（廃棄物処理事業者、建設事

業者、製造事業者、再資源化事業者等）等とのネットワークの確保、

連携の強化

○近畿ブロックにおける大規模災害に伴う廃棄物の広域的な処理に

係る行動計画の策定、更新及び普及

○関係者のスキル向上や関係者間の連携強化を目的とした、D.Waste-

Net等を活用したセミナーや合同訓練の継続的な実施

○災害廃棄物対策に係る法制度等の国の動向のほか、仮置場、中間処

理施設、再資源化施設、災害時処理困難物の処理技術等に係る情報

の関係者間での共有

災害時

○近畿ブロック内の地方公共団体における被災状況の集約・共有

○近畿ブロック協議会構成員やその他の近畿ブロック内の地方公共

団体、関西広域連合等と連携を図りつつ、行動計画等を踏まえた広

域的な災害廃棄物処理の推進
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【D.Waste-Netとは】

○災害廃棄物処理支援ネットワークの略。国が集約する知見・技術を有効に活用し、

各地における災害対応力向上につなげるため、その中心となる関係者による人的

な支援ネットワーク（有識者、自治体関係者、関係機関の技術者、関係業界団体

等から構成）であり、平成27年９月16日に発足した。

○D.Waste-Netは、災害廃棄物のエキスパートとして有識者や技術者、業界団体等

を環境大臣が任命し、環境省がとりまとめる最新の科学的・技術的知見等を活用

して、自治体による災害廃棄物の発生量の推計や処理困難物対策の検討、災害廃

棄物の積極的な再生利用のための基準の検討、自治体の処理計画策定の支援、研

修会や防災訓練への講師派遣等、平時の備えから発災後の適正かつ円滑・迅速な

災害廃棄物処理の支援まで、自治体等の災害廃棄物対策を支援する。

＜平時の機能・役割＞

・自治体による災害廃棄物処理計画等の策定や人材育成、防災訓練等への支援

・災害廃棄物対策に関するそれぞれの対応の記録・検証、知見の伝承 等

＜災害時の機能・役割＞・・・初動・応急対応支援と復旧・復興対応支援に大別

１．初動・応急対応支援（初期対応）

研究・専門機関

・被災自治体に専門家・技術者を派遣し、処理体制の構築、生活ごみ等や片付

けごみの排出・分別方法の周知、片付けごみ等の初期推計量に応じた一次仮

置場の確保・管理運営、悪臭・害虫対策、処理困難物対応等に関する現地支

援 等

一般廃棄物関係団体

・被災自治体にごみ収集車等や作業員を派遣し、し尿や生活ごみ、避難所ごみ、

片付けごみの収集・運搬、処理に関する現地支援（現地の状況に応じてボラン

ティア等との連携も含む） 等

２．復旧・復興対応支援（中長期対応）

研究・専門機関

・被災状況等の情報の把握、災害廃棄物量の推計、災害廃棄物処理実行計画の

策定、及び被災自治体による二次仮置場及び中間処理・最終処分先の確保に

対する技術支援 等

廃棄物処理関係団体、建設業関係団体、輸送関係団体等

・災害廃棄物処理の管理・運営体制の構築、災害廃棄物の広域処理の実施スキー

ムの構築、処理施設での受入れ調整 等
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図 1-1 D.Waste-Net の災害時の支援の仕組み

３．行動計画の位置づけ

行動計画は、近畿ブロックにおいて府県域を越えた広域的な連携が必要と想定さ

れる大規模災害を念頭に置き、平常時、大規模災害時（初動期、応急対応期、復旧・

復興期）に、各主体が取り組むべき具体的・標準的な手順を示すものである。この

ため、単一の府県あるいは市町村で対応可能な災害は、行動計画の直接の対象とし

ない。

行動計画は、近畿ブロック協議会構成員の合意に基づき策定する計画であり、各

主体は可能な限り、行動計画に基づき府県域を越えた連携を行うものとする。

行動計画は、現時点の知見を踏まえて策定したものであり、実際に起こりうる大

規模災害の状況により、行動計画に示す手順に基づく対応が困難となる可能性を否

定できない。そのような事態が発生した場合には、対応が困難となった主体を近畿

地方環境事務所、環境省(本省)及び余力のある主体が支援しつつ、臨機応変に最善

を尽くすこととする。

なお、府県、市町村等が、行動計画とは別に協定等に基づき連携することを妨げ

るものではない。

行動計画は、次ページの図の楕円内に示す、大規模災害発生時における災害廃棄

物対策行動計画に位置づけられる。
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図 1-2 災害時の廃棄物対策に係る計画・指針等の関係

出典：「災害廃棄物対策行動指針（改定版）」（平成 30 年 3 月、環境省環境再生・

資源循環局災害廃棄物対策室）をもとに作成
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Ⅱ．近畿ブロックで想定される大規模災害

近畿ブロックにおいて想定される大規模災害としては、南海トラフ巨大地震（地

震に伴う津波を含む）、直下型地震、大規模風水害が挙げられる。

１．南海トラフ巨大地震

南海トラフ巨大地震により、近畿ブロックも含め、全国的に大規模な被害が生じ

ることが想定されている。中央防災会議防災対策推進検討会議による同地震の被害

想定に基づくと、近畿ブロック全体で災害廃棄物が約7,900万トン、津波堆積物が

約900万トン、合計で約8,800万トン発生すると推計されている。

表 2-1 南海トラフ巨大地震による被害想定（全国）

（近畿ブロックが大きく被災するケース）

出典：「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告）」（平成24年８月

29日、中央防災会議防災対策推進検討会議南海トラフ巨大地震対策検討ワー

キンググループ）
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表 2-2 南海トラフ巨大地震による府県別の建物被害想定・災害廃棄物等発生量

（近畿ブロックが大きく被災するケース）【推計値】

府県名
揺れ

（棟）
液状化
（棟）

津波
（棟）

急傾斜
地崩壊
（棟）

火災
焼失

（棟）

合計
（棟）

災害
廃棄
物量
(万㌧)

津波
堆積
物量
(万㌧)

滋賀県 7,800 2,600 0 80 2,700 13,000 100 0

京都府 12,000 3,700 0 30 54,000 70,000 700 0

大阪府 59,000 16,000 700 100 260,000 337,000 4,300 200

兵庫県 27,000 3,600 3,100 200 19,000 54,000 600 100

奈良県 26,000 5,000 0 200 16,000 47,000 500 0

和歌山県 97,000 5,200 48,000 600 39,000 190,000 1,700 600

近畿合計 228,800 36,100 51,800 1,210 390,700 711,000 7,900 900

全国合計 1,346,000 134,000 144,000 6,500 741,000 2,371,000 24,000 5,100

※地震動ケース（陸側） 津波ケース（ケース③）、冬夕方、風速8m/s

出典：「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第二次報告）」（平成25年３月

18日、中央防災会議防災対策推進検討会議南海トラフ巨大地震対策検討ワー

キンググループ）をもとに作成

また、環境省においても、南海トラフ巨大地震による災害廃棄物等の発生量を推

計しており、近畿ブロック全体で災害廃棄物が最大約8,320万トン、津波堆積物が

約410万トン、合計で約8,730万トン発生すると推計されている。

表 2-3 南海トラフ巨大地震による府県別の災害廃棄物等発生量（環境省推計）

府県名
火災

（万㌧）

液状化・
揺れ・津波
（万㌧）

災害廃棄物量
（万㌧）

津波堆積物量
（万㌧）

滋賀県 23 239 262 0

京都府 468 328 796 0

大阪府 2,329 1,274 3,603 81

兵庫県 167 535 702 57

奈良県 135 543 678 0

和歌山県 326 1,952 2,278 271

近畿合計 3,448 4,871 8,319 409

全国合計 6,453 25,648 32,101 2,393

※「液状化・揺れ・津波」には、津波堆積物は含まれていない。

出典：「巨大災害発生時における災害廃棄物対策のグランドデザインについて 中

間とりまとめ」（平成26年３月、環境省巨大地震発生時における災害廃棄物

対策検討委員会）をもとに作成
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２．直下型地震

近畿ブロックにおいて想定されている直下型地震には様々なものがあり、上町断

層帯に起因する地震による被害が最大であると見込まれている。同地震により約97

万棟の建物被害、約１億2,000万トンの災害廃棄物が発生すると推計されている。

表 2-4 直下型地震による建物被害想定・災害廃棄物発生量【推計値】

直下型地震の名称 マグニチュード
建物被害

（万棟）

災害廃棄物発生量

（万トン）

花折断層帯 7.4 38 2,600

奈良盆地東縁断層帯 7.4 14 1,700

京都西山断層帯 7.5 40 3,800

生駒断層帯 7.5 56 5,700

上町断層帯 7.6 97 12,000

阪神地域直下M6.9 6.9 29 3,600

中央構造線断層帯 7.8 28 3,800

山崎断層帯主部 8.0 18 2,300

出典：「東南海、南海地震等に関する専門調査会資料／中部圏・近畿圏の内陸地震

に関する報告」（平成20年12月、中央防災会議）をもとに作成

また、近年では平成30年に発生した大阪北部を震源とする地震により約6万棟の

建物被害（一部損壊含む）、約1.3万トンの災害廃棄物が発生している。

表 2-5 平成 30 年大阪北部地震における各府県の建物被害及び災害廃棄物発生量

府県名
全壊

（棟）
半壊

（棟）

一部
損壊

（棟）

災害廃棄物発生量
（トン）

滋賀県 0 0 0 0

京都府 0 0 2,675 11

大阪府 18 512 55,081 13,100

兵庫県 0 0 4 1

奈良県 0 0 27 0

和歌山県 0 0 0 0

出典：被害棟数：滋賀県、奈良県、兵庫県･･･「大阪北部を震源とする地震に係る

被害状況等について」（平成 30 年 7 月 5 日 18 時 00 分現在、内閣府）大阪府･･･

「大阪府北部を震源とする地震」（平成 30 年 11 月 2 日 14 時 00 分、大阪府）

京都府･･･「大阪北部の地震の被害状況について（第 20 報）」（平成 30 年 7 月

17 日 9:00 現在、京都府災害対策本部）、和歌山県･･･和歌山県災害対策課への

聞き取り、災害廃棄物発生量：府県調査結果 をもとに作成
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３．大規模風水害

地域防災計画等において、過去の風水害の履歴や気象・地象に関する情報が整理

されているが、災害廃棄物発生量の推計事例に乏しい。このため、近年、近畿ブロ

ック内で発生した大規模風水害による建物被害等の実績を基に、「災害廃棄物対策

指針 技術資料」（平成26年３月、環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部）に

記載されている発生原単位を用いた推計や、実績値などをもとに災害廃棄物発生量

を示した。

表 2-6 近年近畿ブロックに大きな被害を及ぼした風水害と主な被災府県

大規模風水害の名称 主な被災府県

平成16年台風第23号 兵庫県、京都府

平成23年台風第12号 和歌山県、兵庫県、奈良県

平成25年台風第18号 京都府、滋賀県

平成30年台風第21号 大阪府、京都府、兵庫県

(1) 平成16年台風第23号

兵庫県や京都府を中心に被害が発生した。災害廃棄物は兵庫県で約28万トン、京

都府で約3.3万トン発生したと推計される。

表 2-7 各府県の建物被害及び災害廃棄物発生量の推計値

府県名
全壊

（棟）
半壊

（棟）

一部
損壊

（棟）

床上
浸水

（棟）

床下
浸水

（棟）

【推計値】
災害廃棄物発生量

（トン）

滋賀県 0 1 5 0 41 55

京都府 26 328 3,151 2,726 4,376 33,240

大阪府 1 1 71 35 580 1,192

兵庫県 783 7,142 1,506 1,745 9,058 278,477

奈良県 0 0 0 0 4 3

和歌山県 0 0 26 16 131 405

出典：「滋賀県水害情報発信」（滋賀県のウェブサイト）、「平成16年台風第23号
災害の記録」（平成17年10月、京都府）、「平成16年災害復興誌」（平成20
年３月、兵庫県）、「平成16年台風第23号による被害状況(第10報)最終」（平
成16年10月21日、奈良県総務部消防防災課）、「平成16年台風第23号による
被害状況について(第17報)」（平成18年８月９日10時00分現在、内閣府）を
もとに作成
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(2) 平成23年台風第12号

和歌山県や兵庫県、奈良県を中心に被害が発生した。災害廃棄物は和歌山県で約

12万トン、兵庫県で約1.3万トン、奈良県で約0.7万トン発生したと推計される。

表 2-8 各府県の建物被害及び災害廃棄物発生量の推計値

府県名
全壊

（棟）
半壊

（棟）

一部
損壊

（棟）

床上
浸水

（棟）

床下
浸水

（棟）

【推計値】
災害廃棄物発生量

（トン）

滋賀県 0 0 7 0 1 1

京都府 0 0 15 0 0 0

大阪府 0 0 1 0 1 1

兵庫県 3 121 181 1,010 2,430 13,361

奈良県 49 71 14 13 37 7,465

和歌山県 367 1,840 170 2,680 2,147 120,960

出典：「大阪府災害年報(平成23年中)」（平成24年、大阪府）、「紀伊半島大水害
の記録」（平成25年３月、奈良県）、「平成23年紀伊半島大水害記録誌」（平
成25年３月、和歌山県）、「平成23年台風第12号による被害状況等について」
（平成24年9月28日22時00分現在、内閣府）をもとに作成

(3) 平成25年台風第18号

京都府や滋賀県を中心に被害が発生した。災害廃棄物は京都府で約1.7万トン、

滋賀県で約0.8万トン発生したと推計される。

表 2-9 各府県の建物被害及び災害廃棄物発生量の推計値

府県名
全壊

（棟）
半壊

（棟）

一部
損壊

（棟）

床上
浸水

（棟）

床下
浸水

（棟）

【推計値】
災害廃棄物発生量

（トン）

滋賀県 10 279 439 49 497 8,253

京都府 2 62 22 1,802 3,389 17,094

大阪府 2 1 10 56 1,269 2,367

兵庫県 0 0 5 29 126 352

奈良県 0 0 14 19 93 182

和歌山県 3 18 237 77 182 1,987

出典：「滋賀県水害情報発信」（滋賀県のウェブサイト）、「平成25年台風18号の
豪雨による京都府内河川の状況について」（平成26年９月29日、関西広域連
合琵琶湖・淀川流域対策に係る研究会資料、京都府建設交通部河川課）、「大
阪府災害年報(平成25年中)」（平成26年、大阪府）、「災害等廃棄物処理事
業費国庫補助金実績報告書等」（平成25年12月、和歌山県）、「台風第18号
の大雨等による被害状況等について(第14報)」（平成26年３月11日18時00分
現在、内閣府）をもとに作成
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(4) 平成30年台風第21号

大阪府や京都府、兵庫県を中心に被害が発生した。災害廃棄物は大阪府で約4.2

万トン、兵庫県で約0.2万トン発生した。

表 2-10 各府県の建物被害及び災害廃棄物発生量

府県名
全壊

（棟）
半壊

（棟）

一部
損壊

（棟）

床上
浸水

（棟）

床下
浸水

（棟）

災害廃棄物発生量
（トン）

滋賀県 1 12 1,184 0 0 663

京都府 4 4 3,448 6 71 730

大阪府 30 445 65,932 0 0 42,068

兵庫県 8 44 2,631 156 315 1,890

奈良県 0 0 19 2 0 24

和歌山県 6 12 1,504 4 40 3,527

出典：「平成30年台風第21号に係る被害状況等について」（平成30年10月2日17時00
分現在、内閣府）、「台風第21号に係る被害等について（第30報）」（平成
30年12月25日現在、大阪府）、「台風第21号に係る被害等について（第8報）」
（平成30年11月1日現在、兵庫県）、災害廃棄物発生量･･･府県調査結果 を
もとに作成
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Ⅲ．平常時の大規模災害への備え

災害への備えについては、災害廃棄物対策指針（平成 26 年３月（平成 30 年 3 月

改定）、環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部）に基本的な事項が取りまとめ

られており、同指針に基づき、地方公共団体において災害廃棄物処理計画の策定が

進められているところである。

ここでは同指針を踏まえ、平常時の大規模災害への備えを「連携の強化・情報の

共有」「研修等による意識の向上」「廃棄物処理に係る施設・資機材等の整備」「災害

廃棄物処理計画等の策定」に大別し、近畿ブロックにおいて、市町村、府県、国、

民間団体等が行うべきことを整理した。とりわけ市町村、府県においては、大規模

災害時に受援側の立場、応援側の立場のいずれにもなりうることを念頭におき、備

えを進める必要がある。

図 3-1 平常時の大規模災害への備えに係る全体像

災害廃棄物処理計画等の策定

廃棄物処理に

係る施設・資機材

等の整備

研修等による

意識の向上

連携の強化・

情報の共有
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１．連携の強化・情報の共有

１．１ 受援・応援に係る連携の強化

【受援側の立場としての備え】

(1) 市町村の役割

○組織体制・指揮命令系統の設定

○組織内における災害廃棄物処理に必要な人材の確保

○府県、民間団体等の担当部署との連絡手段の確保

○大規模災害時に市町村外からの応援が必要な人材・資機材（収集運搬機材・

仮設トイレ等）の整理

○応援受入体制の整理（応援人員の勤務場所・宿泊場所、資機材・ごみ収集車

両の保管場所等）

○市町村職員と応援者との役割分担を明確にしたマニュアルの作成

○他市町村、府県、民間団体等との協定の締結

(2) 府県の役割

○組織体制・指揮命令系統の設定

○組織内における災害廃棄物処理に必要な人材の確保

○府県内市町村、国（近畿地方環境事務所）、民間団体等の担当部署との連絡手

段の確保

○大規模災害時に府県外からの応援が必要な人材・資機材（収集運搬機材・仮

設トイレ等）の整理

○府県職員と応援者との役割分担を明確にしたマニュアルの作成

○広域連携に係るマニュアル等の作成

○府県内市町村、他府県、民間団体等との協定の締結

【応援側の立場としての備え】

(1) 市町村・府県の役割

○大規模災害時に被災市町村・府県に派遣することが可能な、人材・資機材の

整理

○自らの市町村・府県における仮置場の設置、中間処理・最終処分の受入の可

能性の検討
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(2) 国の役割

○近畿ブロック協議会等を通じた、ブロック内の関係者とのネットワークの確

保、大規模災害時の廃棄物処理における関係者の役割の明確化・具体化に係

る検討（市町村、府県、関西広域連合、国の出先機関、民間団体 等）

○近畿ブロック外の関係者とのネットワークの確保（環境省(本省、他の地方

環境事務所)、他府省、D.Waste-Net、有識者、民間団体 等）

○大規模災害に係る近畿ブロック内の基礎情報（廃棄物処理施設、仮設トイレ、

仮置場候補地、災害時処理困難物等）の整理

○府県の実情を踏まえた、府県間で受援を要する事項と応援可能な事項の整理

○近畿ブロックを越えた広域的な災害廃棄物の輸送（鉄道、船舶等）に係る検

討

(3) 民間団体等の役割

○大規模災害時に応援可能な人材・資機材（収集運搬車両、重機、作業用車両

等）の整理

○民間事業者が所有する廃棄物処理施設の活用に係る検討

○民間事業者が所有する廃棄物処理施設で再資源化が可能な災害廃棄物の種

類、受入可能量、受入基準等の整理

○危険物や有害化学物質といった災害時処理困難物の処理に係る専門家の育

成

○災害廃棄物処理の知見を有する民間団体・民間事業者による、地方公共団体

の災害廃棄物処理計画の策定支援

１．２ 関係者間の情報の共有

平常時から、市町村、府県、国、民間団体等が災害廃棄物対策に係る自らの情報

を把握するとともに、その情報を近畿ブロック内の関係者間で共有する。

情報を共有すべき事項としては以下が挙げられるが、いずれの場合においても、

情報の把握・共有を一時的なものとせず、情報を定期的に見直し、最新の情報を共

有することが重要となる。
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表 3-1 関係者間で情報を共有すべき事項の例

情報の内容
情報共有の

流れ

全

般

災害廃棄物処理計画

市町村

⇒府県

⇒国※１

想定される災害の種類、被害、災害廃棄物・し尿の発生量

災害時における各種ごみの分別方法、排出方法、収集体制

災害廃棄物の運搬ルート・運搬手段

災害に係る市町村、府県、民間団体等との協定

災害廃棄物の処理に係る研修等の実施状況

災
害
時
処
理
困
難
物

危険物・有害物質の保有に係る状況
市町村

⇒府県

⇒国

アスベストを使用した建築物に係る状況

腐敗性廃棄物の発生予測

上記以外の災害時処理困難物の発生予測

施
設
・
車
両
・
資
機
材

市町村や一部事務組合が所有する廃棄物処理施設（品目、処理能
力、残余容量等）及び収集運搬車両（パッカー車、小型四輪車ダ
ンプ※２（2t、4t、有蓋車）、軽四輪自動車等）に係る状況

市町村

⇒府県

⇒国
し尿処理関連資機材（仮設トイレ、バキューム車等)の状況

仮置場候補地に係る状況

民間事業者が所有する一般廃棄物・産業廃棄物処理施設（許可施
設：品目、処理能力、残余容量等）及び収集運搬車両（許可車両：
アームロール車、ユニック車、ダンプ車、パッカー車、平ボディ
車等）に係る状況 民間事業者

⇒市町村・府県

⇒国

災害時に活用可能な資機材（パワーシャベル、破砕・選別機等）
に係る状況

災害時に活用可能な再資源化施設（製紙化、木材チップ、建設資
材、セメント資材、路盤材等）に係る状況

受
援
・
応
援

他市町村・府県からの応援が必要な人材・資機材の内容 市町村

⇒府県

⇒国被災市町村・府県に派遣することが可能な人材・資機材の内容

国
の
動
向
等

環境省(本省、他の地方環境事務所)の災害廃棄物対策に係る取組

国

⇒構成員

⇒市町村

災害廃棄物対策に係る法制度の動向

災害廃棄物の処理に係る技術的な情報

これまでの災害対応における教訓等

※１「国」は近畿地方環境事務所、「構成員」は近畿ブロック協議会構成員を指す。
※２ 土砂運搬専用車両を除く。
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２．研修等による意識の向上

２．１ 研修の実施

災害時の対応能力の向上のためには、何よりも平常時からの関係者の意識の向上

が不可欠であり、その手段として研修の継続的な実施が有効である。

研修は、その目的に応じて講義、演習、訓練に分類される。大規模災害時には関

係者との連携が非常に重要となることから、とりわけ演習については、他組織の関

係者（組織内の演習の場合は他部署の関係者）を交えて実施し、各者の意見・対応

を把握した上で課題を共有することが望ましい。

表3-2 災害廃棄物の処理に係る研修の分類

研修の種類 主な内容

講義

・災害廃棄物の処理に関する一般化された知識を、座学

により体系的に習得

・有識者の講演により、過去の災害廃棄物処理の経験等

の事例・ノウハウを共有

演習

討論型図上演習

・所与の被災状況において、災害廃棄物処理の課題と対

応策を議論

・災害エスノグラフィーに基づき、災害廃棄物処理に係

る個別の実施事項（例：仮置場の管理）の様々な判断・

対応について議論

対応型図上演習

（問題発見型）

・過去の実例を基に、災害からの時間の経過に沿って災

害廃棄物処理に関する状況付与を行い、現行体制の課

題を整理

対応型図上演習

（計画作成型）

・災害廃棄物処理に関する状況付与を行い、事前に策定

した災害廃棄物処理計画等を用いて付与される状況

（課題）に対応

訓練
・混合廃棄物や有害廃棄物の分別・取扱に関する実技

・被災状況の把握に関する情報伝達訓練

出典：「平成27年度災害環境研究成果報告書 第５編 災害環境マネジメント研究」

(国立研究開発法人国立環境研究所)をもとに作成
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(1) 市町村・府県の役割

○講義、セミナーへの参加・実施

○市町村、府県、国、民間団体等の複数の組織からなる演習への参加・実施

○自らの組織内での演習の実施

－自らの災害廃棄物処理計画を基に、災害廃棄物の処理に係る手順等を確認

－廃棄物担当部局のみではなく、可能な限り、防災や広報等の他部署を交え

て実施

○災害廃棄物処理の実務を経験したことがある者や、災害時処理困難物の処理

技術に関する専門的な知見を有する者をリストアップし、継続的に更新

(2) 国の役割

○近畿ブロック内の市町村、府県、国、民間団体等を対象に、講義、セミナー、

演習等を実施するとともに、これらの研修で得た知見・教訓を基に、行動計

画の改善について検討

○市町村、府県が実施する研修について、講師の紹介やノウハウ・最新情報の

提供等を通じて支援

○災害廃棄物処理に必要な技術等を体系的に整理し、専門性を有する人材の育

成・ネットワーク化をD.Waste-Netと協力しながら実施

(3) 民間団体等の役割

○市町村、府県、国が実施する講義、セミナー、演習等への参加

○市町村、府県、国から要請があった場合、専門性を有する立場として、講師

等を派遣

２．２ 住民への広報

災害時においては、被災された住民からごみの処理に関する多くの相談や要望を

受ける。その結果、ごみ回収等の対応が十分でない場合、住民が自主的にごみ類を

公園などの公共の場に仮置きするなど、混乱が拡大するおそれがある。このため、

災害時のごみ回収等のルールのほか、市町村、府県における相談窓口や広報の方法

について、あらかじめ取り決めておくことが望ましい。

(1) 市町村の役割

○災害時における、廃棄物処理に係る様々な相談・要望に対応するための相談

窓口の設置について、広報部局を交えて検討
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○住民・事業者に対して災害時に啓発・広報すべき内容の検討

【啓発・広報すべき内容の例】

－生活ごみ、片付けごみ、避難所ごみの排出方法、収集方法

－大型ごみ、災害時処理困難物の排出方法、収集方法

－腐敗性廃棄物の排出方法、収集方法

－自らが仮置場にごみを搬入する際の留意事項

－便乗ごみの排出禁止、不法投棄・野焼き等の不適正処理の禁止に係る事項

－仮設トイレ、マンホールトイレ等の設置（開設）状況

○災害時に活用すると想定される媒体（ウェブサイト、ＳＮＳ（ソーシャル・

ネットワーキング・サービス）、ケーブルテレビ、防災無線、ラジオ、自治

会内の回覧板、避難所やごみステーションへのポスター掲示等）に関する、

具体的な活用方法の確認

(2) 府県の役割

○災害時における、廃棄物処理に係る様々な相談・要望に対応するための相談

窓口の設置について、広報部局を交えて検討

○災害時に活用すると想定される媒体（ウェブサイト、ＳＮＳ（ソーシャル・

ネットワーキング・サービス）、ケーブルテレビ、防災無線、ラジオ等）に

関する、具体的な活用方法の確認

(3) 国の役割

○過去の事例を踏まえ、市町村・府県に対し、災害時に周知すべき情報やその

方法について助言

３．廃棄物処理に係る施設・資機材等の整備

廃棄物処理施設の所有者は、施設や関連する資機材の整備・備蓄等を通じて災害

対策を講じる必要がある。加えて、災害時に備えた、施設としての事業継続計画

（BCP）をあらかじめ策定することが望ましい。

(1) 市町村・民間団体等の役割

○廃棄物処理施設及び関連資機材等の整備

－既存の施設については耐震診断を実施し、耐震化、不燃堅牢化、浸水対策、
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非常用自家発電設備の設置、機器冷却用の地下水・河川水の確保等を実施

－施設の補修に必要な人材・資機材を確保するとともに、緊急時の施設の維

持・運転に必要な薬剤・燃料を備蓄

－施設の点検・修復に係る手引きを作成

－市町村及び民間事業者の保有機材は役割に応じて異なるため、平時から保

有資機材を相互に確認

○災害時に、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、廃棄物処理事業の継続あ

るいは早期復旧を可能とするための方法、手段等を取りまとめた、施設とし

ての事業継続計画（BCP）を策定

○市町村においては、仮設トイレ、マンホールトイレ、携帯型簡易トイレ、消

臭剤、脱臭剤等を備蓄。ただし、市町村単独での備蓄は合理的でない場合が

あり、周辺市町村と協力して広域的に備蓄するほか、仮設トイレを保有する

建設事業者団体、レンタル事業者団体と協定を締結すること等により、し尿

処理体制を確保。

(2) 府県・国の役割

○市町村や民間事業者に対して、災害に備えた廃棄物処理施設（一般廃棄物処

理施設、産業廃棄物処理施設、再資源化施設等）の整備や、施設に係る事業

継続計画（BCP）の策定について、必要に応じて助言

○府県がレンタル事業者等と広域的な協定を締結し、府県内市町村の資機材確

保の調整・支援

４．災害廃棄物処理計画等の策定

今後発生が予測される大規模災害に備え、その被害を抑止・軽減するための災害

予防のほか、発生した災害廃棄物の処理を適正かつ迅速に行うための応急対策、復

旧・復興対策等を災害廃棄物処理計画として文書化し、関係者間で共有する。

また、災害廃棄物の処理に係る諸計画についても、見直しあるいは策定を進める。

(1) 市町村の役割

○災害廃棄物対策指針を踏まえつつ、府県が策定する災害廃棄物処理計画や行

動計画等との整合を図りながら、実効性のある災害廃棄物処理計画を策定

し、関係者間で共有
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－計画の中では、組織体制を明記するほか、他市町村等から人材に係る応援

を受ける場合の役割分担についても記述。また、各担当の業務内容を初動

期、応急対応期、復旧・復興期等の時期区分ごとに整理

－災害廃棄物処理計画の策定後も、定期的に同計画を見直し

○災害廃棄物の処理について一般廃棄物処理計画の中でもその位置付けを明

確にするとともに、職員の被災や発災直後に廃棄物部局から他部局へ職員が

動員されること等も想定し、災害廃棄物の処理に関する組織としての業務継

続計画（BCP）を策定

(2) 府県の役割

○災害廃棄物対策指針を踏まえつつ、市町村が策定する災害廃棄物処理計画や

行動計画等との整合を図りながら、実効性のある災害廃棄物処理計画を策定

し、関係者間で共有

－計画の中では、組織体制を明記するほか、他府県等から人材に係る応援を

受ける場合の役割分担についても記述。また、各担当の業務内容を初動期、

応急対応期、復旧・復興期等の時期区分ごとに整理

－災害廃棄物処理計画の策定後も、定期的に同計画を見直し

○市町村の災害廃棄物処理計画の策定状況を把握し、必要に応じて支援・助言

○職員の被災や発災直後に廃棄物部局から他部局へ職員が動員されること等

も想定し、災害廃棄物の処理に関する組織としての業務継続計画（BCP）を策

定

(3) 国の役割

○市町村・府県が策定する災害廃棄物処理計画等との整合を図りつつ、近畿ブ

ロック協議会の活動を通じて行動計画を定期的に見直し、関係者間で共有

○市町村・府県の災害廃棄物処理計画の策定状況を把握し、必要に応じて助言

○災害廃棄物の処理に係る法制度や技術的な事項に係る国の動向、他の地方環

境事務所管内の災害廃棄物関連計画の策定に係る状況等を、関係者間で共有

○府県と協力し、廃棄物担当職員が少ない市町村の計画策定を支援
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Ⅳ．大規模災害時の対応

１．基本的な考え方

(1) 全般的な考え方

災害廃棄物の処理は市町村が行う固有事務として位置付けられており、被災市町

村は、地域内に存在する人材、資機材、廃棄物関連施設を可能な限り活用し、自ら

が主体となって災害廃棄物を処理することが求められる。大規模災害時も同様であ

り、基本的には、市町村が「災害廃棄物処理体制の確立」「緊急性の高い災害廃棄

物等の処理」「本格的な災害廃棄物の処理」を主体的に進めていく必要がある。

他方、東日本大震災の例を踏まえれば、大規模災害時には、被災市町村のみで円

滑・迅速に処理を行うことは困難であることも事実であり、民間団体も含め、当該

市町村・府県を越えた広域的な協力・連携が必須となる。

このため、大規模災害時には、被災した事業者の主体的な処理も促しつつ、まず

は、被災市町村による処理、次いで被災を免れた近隣の市町村や被災市町村が所在

する府県による処理、そして近畿ブロック（協定等に基づき支援を行う市町村・府

県を含む）での広域的な処理、さらには複数の地域ブロックにわたるより広域的な

処理を、被災の状況及び当該地域の処理能力等に応じて適切に組み合わせた上で、

円滑かつ迅速な処理を補完する観点からの国による代行処理の実施という重層的

な対応とすることが基本となる。

その際、災害対策基本法に基づき、著しく異常かつ激甚な非常災害であって、当

該災害による生活環境の悪化を防止することが特に必要と認められるものが発生

した場合には、当該災害を政令で指定し、環境大臣は災害廃棄物の処理に関する基

本的な指針を定めることとなる。

なお、被災地域における応援活動は、被災市町村・府県等からの要請を受けて行

うことが基本であるが、大規模災害に伴い当該市町村・府県における担当部署の受

援調整機能が喪失するおそれもあることから、要請を待たずに応援を行うことがあ

りうることも念頭に置く必要がある。
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(2) 近畿ブロックにおける広域的な連携についての考え方

近畿ブロックでは、関係府県及び関西広域連合による「近畿圏危機発生時の相互

応援に関する基本協定」等、各種の協定が存在する。とりわけ関西広域連合におい

ては、災害廃棄物の処理を含む大規模災害時の諸活動の具体的な手順を「関西防災・

減災プラン」「関西広域応援・受援実施要綱」として定めるほか、カウンターパー

ト方式による被災地への応援府県の派遣を実施している。

このため近畿地方環境事務所は、平常時においては関西広域連合による取組や各

種協定を踏まえて、大規模災害時の廃棄物処理における関係者の役割の明確化・具

体化に係る検討を進めるとともに、大規模災害時においては関西広域連合と緊密に

連携しつつ、環境省(本省)や関係する府省の出先機関、地方公共団体、有識者、民

間団体等との連絡調整を速やかに行うこととする。ただし、近畿地方環境事務所の

機能が著しく損なわれた場合など、連絡調整機能を十分に果たせない場合は、環境

省(本省)又は他ブロックの地方環境事務所が代行する。

表 4-1 近畿ブロックの地方公共団体等による主な協定

相互応援協定名称 協定を構成する地方公共団体等

全国都道府県における災害時等の広域
応援に関する協定

全国知事会（47 都道府県）

近畿圏危機発生時の相互応援に関する
基本協定

福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県、徳島県及び関西広域連合

災害時の応援に関する申し合わせ

国土交通省近畿地方整備局企画部長、福井県土木
部長、滋賀県土木交通部長、京都府土木建築部長、
大阪府土木部長、兵庫県県土整備部長、奈良県土木
部長及び和歌山県県土整備部長

中部９県１市災害応援に関する協定
富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、
愛知県、三重県、滋賀県、名古屋市

関西広域連合と九都県市との災害時の
相互応援に関する協定

関西広域連合と九都県市(埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、
相模原市）

関西広域連合と中国地方知事会との災
害時の相互応援に関する協定

関西広域連合、中国地方知事会

関西広域連合と四国知事会との災害時
の相互応援に関する協定

関西広域連合、四国知事会

関西広域連合と九州地方知事会との災
害時の相互応援に関する協定

関西広域連合、九州地方知事会

中核市災害相互応援協定 中核市各市

21大都市災害時相互応援に関する協定

札幌市、仙台市、さいたま市、千葉市、東京都、川
崎市、横浜市、相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、
名古屋市、京都市、大阪市、堺市、神戸市、岡山市、
広島市、北九州市、福岡市及び熊本市
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図 4-1 近畿ブロックにおける大規模災害時の廃棄物処理体制の例
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以降の「２．災害廃棄物処理体制の確立」「３．緊急性の高い災害廃棄物等の

処理」「４．本格的な災害廃棄物の処理」における大規模災害廃棄物の処理の手

順は標準的なものである。あくまでも、現時点の知見を踏まえて策定したもので

あり、実際に起こりうる大規模災害の状況により、当該手順に基づく対応が困難

となる可能性を否定できない。そのような事態が発生した場合には、対応が困難

となった主体を近畿地方環境事務所、環境省(本省)及び余力のある主体が支援

しつつ、臨機応変に最善を尽くすこととする。

２．災害廃棄物処理体制の確立

大規模災害が発生した際、被災市町村、被災府県、応援府県（市町村含む）、国、

民間団体が、まず自組織内の体制を確立して被災状況を収集・整理した後、関係者

間で情報共有することが、連携体制の構築の第一歩となる。

①組織の立ち上げ・指揮命令系統の確立

②組織内部・外部との連絡手段の確保

③住民等への啓発・広報窓口の確保

①全般的な被災状況の把握

②廃棄物処理施設等の被災状況の把握

③処理困難廃棄物等の被災状況の把握

④仮置場候補地の被災状況の把握

⑤民間事業者の被災状況の把握

⑥被災状況の連絡・共有

①関係府省との連携体制の確立

②自治体・国の応援

③民間事業者との連携体制の確立

④広域連携体制の確立

図4-2 災害廃棄物処理体制の確立に向けた手順

（１）各組織内の災害廃棄物処理体制の確立

（３）関係者との連携体制の確立

（２）被災状況等の把握・共有
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(1) 被災市町村の主な役割

●災害廃棄物処理組織の立ち上げ

●組織内部・外部の連絡先と連絡手段の確認

●市町村内の被災状況の把握（全般的な情報、廃棄物関連の情報）

●市町村内の被災状況の府県への連絡

●散乱している災害廃棄物の撤去等、緊急的に行うべき事項の把握及び府県・

協定締結事業者等との情報の共有

●仮置場（一次、二次）候補地の被災状況の把握・確保

●人員・資機材等に関する応援要請の検討

●住民等へ災害時の廃棄物処理の啓発・広報窓口の確保

(2) 被災府県の主な役割

●災害廃棄物処理組織の立ち上げ

●組織内部・外部の連絡先と連絡手段の確認

●府県内の被災状況の把握（全般的な情報、廃棄物関連の情報）

●府県内の被災状況の国への連絡

●散乱している災害廃棄物の撤去等、緊急的に行うべき事項の把握及び国・市

町村・協定締結事業者等との情報の共有

●二次仮置場候補地の被災状況の把握・確保（事務委託等を念頭に置く場合）

●市町村からの情報を集約の上、人員・資機材等に関する応援要請の検討

(3) 応援府県（市町村も含む）の主な役割

●災害廃棄物処理に関する応援組織の立ち上げ

●組織内部・外部の連絡先と連絡手段の確認

●被災府県の被災状況の把握

●自府県内の応援可能な人的・物的資源の情報の集約

●必要に応じて先発隊を派遣し、情報を収集

(4) 国の主な役割

●災害廃棄物処理に関する応援組織の立ち上げ

●組織内部・外部の連絡先と連絡手段の確認

●関係府省による、被災府県の被災状況の把握

●散乱している災害廃棄物の撤去等、緊急的に行うべき事項の把握及び府県・

関係民間団体等との情報の共有

●D.Waste-Netの枠組を活用した、国職員、有識者等の被災地への派遣

●ブロック内外の応援可能な人的、物的資源の情報を集約し、広域的な応援に

係る検討・調整

●近畿ブロック協議会構成員に対して継続的に情報を発信
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(5) 民間団体等の主な役割

●各団体内の災害対応体制の確立

●各団体内の事業者の被災状況、協力可能性の把握

●各団体内の被災状況、協力可能性に係る府県への連絡
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表 4-2 近畿ブロックにおける大規模災害廃棄物の処理に関する標準的な手順（１．災害廃棄物処理体制の確立）
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３．緊急性の高い災害廃棄物等の処理

発災当日～発災後数日間といった早期の段階から、仮設トイレ等の確保のほか、

し尿、避難所ごみ、生活ごみ、片付けごみの処理に係るニーズが発生する。また、

腐敗性廃棄物についても早期の対応が必要となる。

これらの処理が滞ることがないよう、被災状況に係る情報収集のほか、被災市町

村外・被災府県外からの応援に関する検討・調整を迅速に行う必要がある。

①一般廃棄物処理施設等の安全性の確認、補修

②収集運搬ルートの被災状況の把握・安全性の確認

①仮設トイレ等の需要の把握

②仮設トイレ等の確保、運用

①対策の検討、方針決定

②対策の実施

③排出方法等に関する広報

④社会福祉協議会・ボランティアとの連携調整

図4-3 緊急性の高い災害廃棄物等の処理に向けた手順

（１）一般廃棄物処理施設等※の安全性の確認及び補修

※ごみ処理施設、し尿処理施設及び最終処分場

（３）～（５）避難所ごみ、生活ごみ、片付けごみ等の

集積方法、収集運搬、処理

（２）仮設トイレ等のし尿の収集運搬、処理

（６）腐敗性廃棄物への対応（発生した場合）
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(1) 被災市町村の主な役割

●一般廃棄物処理施設等や関連車両等の安全性の確認、補修

●被災状況を踏まえた収集運搬ルートの確保

●被災市町村外からの応援に関する検討・調整

●仮設トイレ等の確保、運用

●避難所ごみ、生活ごみ、片付けごみの集積方法、収集運搬体制・処理体制の

確立、広報

●水産物関連施設等、腐敗性廃棄物が発生するおそれのある施設の被災状況の

把握、処理の実施

(2) 被災府県の主な役割

●府県内の一般廃棄物処理施設等の被災状況、市町村の一時集積場等に係る情

報の集約

●し尿くみ取りや避難所ごみ、生活ごみ、片付けごみの処理の応援に係る調整

●水産物関連施設等、腐敗性廃棄物が発生するおそれのある施設の被災状況の

集約

(3) 応援府県（市町村も含む）の主な役割

●被災府県の要請を踏まえた、人的・物的応援に係る調整

●プッシュ型支援（被災自治体からの要請を待たずに被災地に人員、資機材を

派遣する支援）に係る検討・調整

●ボランティア、応援自治体、国と共同した、ごみステーション等の一時集積

場の状況の把握

(4) 国の主な役割

●人員、仮設トイレや収集トラック等の資機材の確保に係る調整

●プッシュ型支援に係る検討・調整

●被災自治体の規模等に応じた、過去の事例の提供及び助言

●ボランティア、応援自治体、国と共同した、ごみステーション等の一時集積

場の状況の把握

○府県域をまたぐプッシュ型支援に係る検討・調整

(5) 民間団体等の主な役割

●各民間団体による応援の実施（仮設トイレ等の必要備品の提供、し尿くみ取

り、悪臭・害虫対策、魚あら等再資源化回収受入等）
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表 4-3 近畿ブロックにおける大規模災害廃棄物の処理に関する標準的な手順（２．緊急性の高い災害廃棄物等の処理）
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４．本格的な災害廃棄物の処理

片付けごみ等の緊急性の高い災害廃棄物の処理完了を待たずに、本格的な災害廃

棄物の処理についても検討する必要がある。

倒壊家屋の撤去によって発生する解体ガレキをはじめとするこれらの災害廃棄

物は大量であり、その処理に一定の期間を要することから、災害廃棄物の発生量の

推計、仮置場の確保、災害廃棄物の処理体制の構築、災害廃棄物処理実行計画の策

定等、迅速に行いつつも計画的に進めることが重要である。

①災害廃棄物発生量の推計

②災害廃棄物処理可能量の推計

③処理スケジュールの検討

④収集運搬・処理体制の確立

①仮置場必要面積の推計

②仮置場（一次、二次）候補地の選定

③仮置場候補地所有者との調整

④仮置場周辺住民への説明

⑤仮置場の設計

⑥仮置場の管理・運営（本部）

⑦仮置場の管理・運営（現場）

①府県を越えた連携体制の確立

①事務委託等の実施に係る検討

②災害廃棄物処理実行計画（一次）の策定、公表

（１）災害廃棄物発生量、処理可能量等の推計

（２）仮置場の運営

（３）ブロック内の体制の確立

（４）災害廃棄物処理実行計画（一次）の策定
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①環境モニタリングの実施

②火災対策の実施

①事前準備、関係者の確保

②解体・撤去方針の決定

③解体・撤去の実施

①分別・再資源化・処理の徹底

①処理困難廃棄物の処理

②危険物、有害物の処理

図 4-4 本格的な災害廃棄物の処理に向けた手順

(1) 被災市町村の主な役割

●災害廃棄物発生量、処理可能量の推計

●仮置場（一次、二次）の準備、運営（必要面積の推計、候補地の選定、土地

所有者・近隣住民との調整、運用に係る詳細検討、監視等）

●市町村外への応援要請、事務委託等に関する検討

●建築部局、民間団体等との連携による、解体撤去～収集運搬～処理体制の確

立、環境対策・火災対策に配慮した運営

●災害廃棄物処理実行計画の策定、周知

●可能な範囲で大気質、騒音・振動、土壌、臭気、水質等のモニタリングの実

施

●アスベスト含有建築物の情報の把握

（５）環境対策、火災対策の実施

（６）倒壊家屋等の解体・撤去

（７）災害廃棄物の分別・再資源化・処理

（８）処理困難廃棄物等の処理
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(2) 被災府県の主な役割

●災害廃棄物発生量、処理可能量の推計

●市町村による実施状況の把握、事務委託等に関する検討

●他府県、関西広域連合及び国への応援要請に関する検討

●二次仮置場の準備、運営（必要面積の推計、候補地の選定、土地所有者・近

隣住民との調整、運用に係る詳細検討、監視等（事務委託等を念頭に置く場

合））

●鉄道・船舶等を活用した、府県外の広域的な処理の検討（事務委託等を念頭

に置く場合）

●災害廃棄物処理実行計画の策定、周知

●大気質、騒音・振動、土壌、臭気、水質等のモニタリングの実施

(3) 応援府県（市町村も含む）の主な役割

●災害廃棄物を受け入れる場合の受入準備

●被災市町村・府県内で行う具体的な業務・分担に係る検討

●被災府県で仮置場が不足する場合の仮置場の確保・調整

●被災府県の仮置場の運営協力

(4) 国の主な役割

●有識者等を現地に派遣し、災害廃棄物発生量の推計、仮置場の準備・運営、

広域的な運搬・処理、災害廃棄物処理実行計画の策定、災害時処理困難物の

処理、等に関する助言

●被災府県で仮置場が不足する場合の仮置場の確保・調整

●再資源化・処理の協力可能性のあるブロック内の事業者の選定、協力依頼

(5) 民間団体等の主な役割

●解体・運搬・処理に係る対応可能な人員、車両、重機、処理施設、遊休地等

に関する情報の提供

●処理困難廃棄物、危険物・有害物の受入可能事業者に関する情報の提供

●再資源化・処理事業者による再資源化・処理条件の提示

●解体・運搬・処理・仮置場運営等の実施
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表 4-4 近畿ブロックにおける大規模災害廃棄物の処理に関する標準的な手順（３．本格的な災害廃棄物の処理、１／３）
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表 4-5 近畿ブロックにおける大規模災害廃棄物の処理に関する標準的な手順（３．本格的な災害廃棄物の処理、２／３）
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表 4-6 近畿ブロックにおける大規模災害廃棄物の処理に関する標準的な手順（３．本格的な災害廃棄物の処理、３／３）



40

Ⅴ．行動計画の見直し

行動計画が実効性を有するためには、その内容について不断の点検を行い、必要

に応じて見直すことが不可欠である。

このため、近畿ブロック協議会構成員は下記事項等に留意しつつ、ＰＤＣＡ(Plan

- Do - Check – Act)の実践を通じて、定期的に行動計画の点検・見直しを行うこ

ととする。

【行動計画の点検・見直しに当たって留意すべき事項の例】

○災害廃棄物対策に係る法制度、検討会等の動向

○地方公共団体による災害廃棄物処理計画や他の地域ブロックにおける行動計

画の策定状況

○施設整備等による近畿ブロック内の廃棄物処理の方向性

○災害廃棄物の処理に係る技術的な動向

〇実際に起きた災害における対応状況や関係者による研修の成果

図 5-1 行動計画のＰＤＣＡサイクル

行動計画の改定

見直しに係る検討

行動計画を

踏まえた対応

(平常時、災害時)

要改善箇所の抽出

Plan

ActDo

Check
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資 料 編
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資料１ 様式集

・様式 1-1：災害廃棄物の発生状況及び廃棄物処理施設の被害状況(市町村用)

・様式 1-2：災害廃棄物の発生状況及び廃棄物処理施設の被害状況(府県集約用)

・様式 2 ：協定締結事業者 被害状況報告

・様式 3-1：片付けごみ収集・運搬方法(市町村用)

・様式 3-2：片付けごみ収集・運搬方法(府県集約用)

・様式 4-1：応援要請書

・様式 4-2：応援申出書

・様式 4-3：受援・応援回答書

・様式 5 ：応援申出書（協定締結事業者）

資料２ 近畿ブロック協議会構成員等の連絡先

資料３ 用語の説明

資料４ 今後の検討課題例
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（資料１ 様式集）

様式 1-1：災害廃棄物の発生状況及び廃棄物処理施設の被害状況(市町村用)

【様式1-1：災害廃棄物の発生状況及び廃棄物処理施設の被害状況】※※黄色セル部分を入力

報 告 日 時 報 告 日 2019/1/1
報 告 時 間 9:00

送 信 先 国 ・ 府 県 府県名(地方環境事務所)
課 名 C課

発 信 者 市 町 村 等 名 市町村等
部 署 名 E課
担 当 者 名 F村G
電 話 番 号 99-9999-9999

対 象 災 害 発 生 日 2019/1/1
種 別 ※選択・自由記述
災 害 名 ●●●●●災害

■被害状況等
↓※避難所ごみ：原単位を700g/人・日としている。

１．災害廃棄物の発生状況 ↓※し尿：原単位を1.7ℓ/人・日としている

※仮置場を開設している場合、本様式の4.仮置場所在にも入力をお願いします。

処理状況

廃棄物 し尿

（箇所） （箇所） （ｔ） （ｔ） （kL） （ｍ3）

報告市町村 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・自由記述 選択・自由記述 自由記述 選択・数値入力 計算式 計算式 選択・数値入力

市町村等 1 集計中 未定
車両・人員不
足

車両・人員不
足

集計中 - - 不明

（注１）「災害廃棄物量」欄については、ごみ処理の場合は「ｔ」、し尿処理の場合は「㎘」、漂着ごみの場合は「㎥」で記載をお願いします。

（注２）災害廃棄物集積所・・・住居に近い集積所、管理人なし 仮置場・・・分別されており運営管理されている

２．廃棄物処理施設の被害 ↓破砕、最終処分は未記入で構いません ↓ピット残(m3)÷日搬入量(t)で、ピット搬入可能日数

設置主体名

焼却施設
し尿処理施

設
ピット残

平時の
日搬入量

ピット
容量

ピット搬入可
能日数

施設の
人的被害

施設の
物的被害

（ｔ/日） （ｋL/日） （千円） （ｍ3） （t） （ｍ3） （日） 電気 水道 ガス

自由記述 数値入力 数値入力 数値入力 選択・数値入力 選択・自由記述 選択・数値入力 選択・数値入力 数値入力 計算式 選択・自由記述 選択・自由記述 選択・自由記述 選択・自由記述 選択・自由記述

市町村等 1 ●●市 50 50 H●.● 調査中 運転中 1,000 300 10,000 1.0 被害なし 被害有り 被害なし 確認中 確認中

市町村等 2 H●.● -

市町村等 3 H●.● -

市町村等 4 H●.● -

（注３）廃棄物処理施設の被害の「稼働状況」欄については、廃棄物焼却施設の場合、ごみピット残量も併せて記載して下さい。 ※ごみの比重（t/ｍ3） 0.3 出典：「日本の廃棄物処理」、環境省

（注４）「２．廃棄物処理施設の被害」について、被害の有無にかかわらず各市町村内に設置している施設をすべて記載してください。

３．浄化槽（市町村設置型）の被害

設置主体名 建設年度

（人槽） （基数）
（人槽×基

数）
（千円）

自由記述 数値入力 数値入力 計算式 数値入力 選択・数値入力

市町村等 1 100 50 5,000 H●.● 調査中

市町村等 2 0 H●.●

市町村等 3 0 H●.●

市町村等 4 0 H●.●

４．仮置場所在

名称 面積（ha） 設置日 閉鎖予定時期 運営管理者 運営時間 分別状況

0.0 受入状況 分別数 計 積込み補助員 分別指導者 誘導員 受付 その他 （開場・終了）

自由記述 選択・数値入力 選択・自由記述 数値入力 選択・自由記述 数値入力 数値入力 数値入力 選択・自由記述 数値入力 数値入力 数値入力 数値入力 数値入力 数値入力 数値入力 選択・自由記述

市町村等 1 ●●運動場 調査中 2019/1/1 ●●町2-5-10
自治会等地
元

市町村等 2 2019/1/1

市町村等 3 2019/1/1

市町村等 4 2019/1/1

（注５）「4．仮置き場所在」には、府県およびその委託先事業者が設置した仮置き場も含めて記載してください。

（注６）「分別数」欄では分別を行っている廃棄物の種類数を記載してください。
※記入例：「金属くず」「可燃物」「不燃物」の分別を行っている場合、欄には「３」を記入してください。

廃棄物の種類の一例としては下記が考えられます。
【廃棄物の種類例】
可燃物 金属くず
不燃物 廃家電（4品目）

木くず 小型家電
畳・布団 廃自動車
コンクリートがら 有害廃棄物

５．被害及び避難者の状況、事業費見込額

計

全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊 床上浸水 床下浸水 全壊 半壊 全壊 半壊 避難所数 避難者数
（棟） （棟） （棟） （棟） （棟） （棟） （棟） （棟） （棟） （棟） （箇所） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 計算式

集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 0

（注７）「被害及び避難者の状況」欄については、床上・床下浸水の数などの他、避難者数等の状況についても併せて記載して下さい。

（注８）様式すべて：変更箇所は朱書きとして下さい。

事業費見込額

避難所

その他公共建物

非住宅住 宅

被害及び避難者の状況

漂着ごみの処
理し尿処理

避難所ごみ
処理

災害廃棄物
処理

風水害（台風、大雨、高潮）

災害廃棄物
集積所数

（使用予定の
ものも含む）

仮置場数
（使用予定のも

のも含む）
収集運搬の状況

災害等廃棄物量等

漂着ごみ

人的・物的被害及び復旧の状況等

（ごみ焼却・破砕・最終処分・し尿処理等） ライフラインの状況

廃棄物等発生量

施設名 規模 建設年度 復旧
見込額

稼働状況

※し尿
※避難所

ごみ

災害廃棄
物

（右3つを除
く）

清掃センター

施設名 規模

運営管理者数

自由記述

第●報

仮置き場の種

類（一次・二次）
所在地

受入物 受入開始日
（予定日も含

む）

復旧
見込額

稼働状況

自由記述 選択・自由記述

運転中

自由記述
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様式 1-2：災害廃棄物の発生状況及び廃棄物処理施設の被害状況(府県集約用)

【様式1-2：災害廃棄物の発生状況及び廃棄物処理施設の被害状況】※※黄色セル部分を入力

報 告 日 時 報 告 日 2019/1/1

報 告 時 間 9:00

送 信 先 国 ・ 府 県 府県名(地方環境事務所)

課 名 C課

発 信 者 市 町 村 等 名 市町村等

部 署 名 E課

担 当 者 名 F村G

電 話 番 号 99-9999-9999

対 象 災 害 発 生 日 2019/1/1

種 別 ※選択・自由記述

災 害 名 平成31年●月豪雨

■被害状況等

↓※避難所ごみ：原単位を700g/人・日としている。
１．災害廃棄物の発生状況 ↓※し尿：原単位を1.7ℓ/人・日としている

※仮置場を開設している場合、本様式の4.仮置場所在にも入力をお願いします。

処理状況

廃棄物 し尿

（箇所） （箇所） （ｔ） （ｔ） （kL） （ｍ3）

報告市町村 府県名 市町村名 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・自由記述 選択・自由記述 自由記述 選択・数値入力 選択・数値入力 計算式 計算式

市町村等 1 ○○府県 ●●市町村 集計中 未定
車両・人員不
足

車両・人員不
足

集計中 不明 - -

- -

- -

- -

- -

（注１）「災害廃棄物量」欄については、ごみ処理の場合は「ｔ」、し尿処理の場合は「㎘」、漂着ごみの場合は「㎥」で記載をお願いします。

（注２）災害廃棄物集積所・・・住居に近い集積所、管理人なし 仮置場・・・分別されており運営管理されている

２．廃棄物処理施設の被害 ↓破砕、最終処分は未記入で構いません ↓ピット残(m3)÷日搬入量(t)で、ピット搬入可能日数

設置主体名

焼却施設
し尿処理施

設
ピット残

平時の
日搬入量

ピット
容量

ピット搬入可
能日数

施設の
人的被害

施設の
物的被害

（ｔ/日） （ｋL/日） （千円） （ｍ3） （t） （ｍ3） （日） 電気 水道 ガス

府県名 市町村名 自由記述 数値入力 数値入力 数値入力 選択・数値入力 選択・自由記述 選択・数値入力 選択・数値入力 数値入力 計算式 選択・自由記述 選択・自由記述 選択・自由記述 選択・自由記述 選択・自由記述

市町村等 1 ○○府県 ●●市町村 ●●市 50 50 H●.● 調査中 運転中 1,000 300 10,000 1.0 被害なし 被害有り 被害なし 確認中 確認中

市町村等 2 H●.● -

市町村等 3 H●.● -

市町村等 4 H●.● -

（注３）廃棄物処理施設の被害の「稼働状況」欄については、廃棄物焼却施設の場合、ごみピット残量も併せて記載して下さい。 ※ごみの比重（t/ｍ3） 0.3 出典：「日本の廃棄物処理」、環境省

（注４）「２．廃棄物処理施設の被害」について、被害の有無にかかわらず各市町村内に設置している施設をすべて記載してください。

３．浄化槽（市町村設置型）の被害

設置主体名 建設年度

（人槽） （基数）
（人槽×基

数）
（千円）

府県名 市町村名 自由記述 数値入力 数値入力 計算式 数値入力 選択・数値入力

市町村等 1 ○○府県 ●●市町村 100 50 5,000 H●.● 調査中

市町村等 2 0 H●.●

市町村等 3 0 H●.●

市町村等 4 0 H●.●

４．仮置場所在

名称 面積（ha） 設置日 閉鎖予定時期 運営管理者 運営時間 分別状況

0.0 受入状況 分別数 計 積込み補助員 分別指導者 誘導員 受付 その他 （開場・終了）

府県名 市町村名 自由記述 選択・数値入力 選択・自由記述 数値入力 選択・自由記述 数値入力 数値入力 数値入力 選択・自由記述 数値入力 数値入力 数値入力 数値入力 数値入力 数値入力 数値入力 選択・自由記述

市町村等 1 ○○府県 ●●市町村 ●●運動場 調査中 2019/1/1 ●●町2-5-10
自治会等地
元

市町村等 2 2019/1/1

市町村等 3 2019/1/1

市町村等 4 2019/1/1

（注５）「4．仮置き場所在」には、府県およびその委託先事業者が設置した仮置き場も含めて記載してください。

（注６）「分別数」欄では分別を行っている廃棄物の種類数を記載してください。
※記入例：「金属くず」「可燃物」「不燃物」の分別を行っている場合、欄には「３」を記入してください。

廃棄物の種類の一例としては下記が考えられます。
【廃棄物の種類例】
可燃物 金属くず
不燃物 廃家電（4品目）

木くず 小型家電
畳・布団 廃自動車
コンクリートがら 有害廃棄物

５．被害及び避難者の状況、事業費見込額

計

全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊 床上浸水 床下浸水 全壊 半壊 全壊 半壊 避難所数 避難者数
（棟） （棟） （棟） （棟） （棟） （棟） （棟） （棟） （棟） （棟） （箇所） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

報告市町村 府県名 市町村名 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 選択・数値入力 計算式

市町村等 1 ○○府県 ●●市町村 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 集計中 0

（注７）「被害及び避難者の状況」欄については、床上・床下浸水の数などの他、避難者数等の状況についても併せて記載して下さい。

（注８）様式すべて：変更箇所は朱書きとして下さい。

その他公共建物
非住宅住 宅

事業費見込額被害及び避難者の状況

避難所 漂着ごみの
処理し尿処理

避難所ごみ
処理

災害廃棄
物処理

運営管理者数

自由記述

仮置き場の
種類

（一次・二次）
所在地

受入物 受入開始日
（予定日も含

む）

自由記述

清掃センター

施設名 規模 復旧
見込額

稼働状況

自由記述 選択・自由記述

運転中

人的・物的被害及び復旧の状況等

（ごみ焼却・破砕・最終処分・し尿処理等） ライフラインの状況

廃棄物量

施設名 規模 建設年度 復旧
見込額

稼働状況

漂着ごみし尿
避難所ご

み

災害廃棄
物

（右3つを除
く）

風水害（台風、大雨、高潮）

災害廃棄物
集積所数

（使用予定の
ものも含む）

仮置場数
（使用予定のも

のも含む）
収集運搬の状況

災害等廃棄物量等

第●報
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様式 2：協定締結事業者 被害状況報告
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様式 3-1：片付けごみ収集・運搬方法(市町村用)

【様式3-1：片付けごみ収集・運搬方法】※黄色セル部分を入力
第●報

報 告 日 時 報 告 日 2019/1/1

報 告 時 間 9:00

送 信 先 府 県 A府県

市 町 村 B市町村

課 名 C課

発 信 者 市 町 村 等名 D市

部 署 名 E課

担 当 者 名 F村G

電 話 番 号 99-9999-9999

■状況報告

（台/日） 協定有無 （台/日） 協定有無 （台/日） 協定有無

報告市町村 選択・自由記述 数値入力 数値入力 数値入力 選択・自由記述 数値入力 選択・自由記述 数値入力 選択・自由記述 選択・自由記述

D市 1

自治会等の単

位で集積所を
設置

10 5 5 有 5 有 5 無 応援が必要

（例）

生活ごみは通常時のステーションで回収、資源ごみ回収は一時停止し家で保管

集積場には燃えるごみ、燃えないごみ、家電、家具に分別

注1．集積所･･･住居に近い集積所（管理人なし）であり、仮置場（常時運営管理され分別指導されている）は除外してください

自由記述

生活ごみは通常時のステーションで回収、資源ご
み回収は一時停止し家で保管

１．片付けごみ
排出方法

２．集積所の状況（集積所設置時） ３．収集・運搬状況

設置数（箇所） ごみ出しルール 直営（台/日）
収集運搬委託業者（一廃） 収集運搬許可業者（一廃） 収集運搬許可業者（産廃） 応援必要

有無

◆⽚付けごみの排出⽅法や収集に関する住⺠広報は、次の⼿段を組み合わせて実施を検討してください。

・市町村の広報紙に掲載（通常号に掲載、臨時号の発行）

・市町村ホームページに掲載

・避難所・地域掲示板・集積所に掲示

・地元新聞等に掲載
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様式 3-2：片付けごみ収集・運搬方法(府県集約用)

【様式3-2：片付けごみ収集・運搬方法】※黄色セル部分を入力
第●報

報 告 日 時 報 告 日 2019/1/1

報 告 時 間 9:00

送 信 先 府 県 A府県

市 町 村 B市町村

課 名 C課

発 信 者 市 町 村 等名 D市

部 署 名 E課

担 当 者 名 F村G

電 話 番 号 99-9999-9999

■状況報告

（台/日） 協定有無 （台/日） 協定有無 （台/日） 協定有無

報告市町村 府県名 市町村名 選択・自由記述 数値入力 数値入力 数値入力 選択・自由記述 数値入力 選択・自由記述 数値入力 選択・自由記述 選択・自由記述

D市 1 ○○府県 ●●市町村
自治会等の単
位で集積所を
設置

10 5 5 有 5 有 5 無 応援が必要

自治会等の単
位で集積所を
設置

10 5 5 有 5 有 5 無 応援が必要

自治会等の単
位で集積所を
設置

10 5 5 有 5 有 5 無 応援が必要

自治会等の単
位で集積所を
設置

10 5 5 有 5 有 5 無 応援が必要

自治会等の単
位で集積所を
設置

10 5 5 有 5 有 5 無 応援が必要

自治会等の単
位で集積所を
設置

10 5 5 有 5 有 5 無 応援が必要

自治会等の単
位で集積所を
設置

10 5 5 有 5 有 5 無 応援が必要

自治会等の単
位で集積所を
設置

10 5 5 有 5 有 5 無 応援が必要

自治会等の単
位で集積所を
設置

10 5 5 有 5 有 5 無 応援が必要

（例）

生活ごみは通常時のステーションで回収、資源ごみ回収は一時停止し家で保管
集積場には燃えるごみ、燃えないごみ、家電、家具に分別

注1．集積所･･･住居に近い集積所（管理人なし）であり、仮置場（常時運営管理され分別指導されている）は除外してください

設置数（箇所） 直営（台/日）
収集運搬委託業者（一廃） 収集運搬許可業者（一廃） 収集運搬許可業者（産廃）

生活ごみは通常時のステーションで回収、資源ご
み回収は一時停止し家で保管

生活ごみは通常時のステーションで回収、資源ご
み回収は一時停止し家で保管

生活ごみは通常時のステーションで回収、資源ご
み回収は一時停止し家で保管

応援必要
有無

ごみ出しルール

自由記述

生活ごみは通常時のステーションで回収、資源ご
み回収は一時停止し家で保管

生活ごみは通常時のステーションで回収、資源ご
み回収は一時停止し家で保管

生活ごみは通常時のステーションで回収、資源ご
み回収は一時停止し家で保管

生活ごみは通常時のステーションで回収、資源ご
み回収は一時停止し家で保管

生活ごみは通常時のステーションで回収、資源ご
み回収は一時停止し家で保管

生活ごみは通常時のステーションで回収、資源ご
み回収は一時停止し家で保管

１．片付けごみ
排出方法

２．集積所の状況（集積所設置時） ３．収集・運搬状況

◆⽚付けごみの排出⽅法や収集に関する住⺠広報は、次の⼿段を組み合わせて実施を検討してください。

・市町村の広報紙に掲載（通常号に掲載、臨時号の発行）

・市町村ホームページに掲載

・避難所・地域掲示板・集積所に掲示

・地元新聞等に掲載
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様式 4-1：応援要請書

※黄色セル部分を入力

【様式4-1：応援要請書】 ●応援申出を受ける前（プル型）、受けた後（プッシュ型）の両方で使用する。

要 請 日 時 要 請 日 応援要否

要 請 時 間 人材

送 信 先
国 ・ 府 県 /
民 間 事 業 者

市 町 村 /
部 署 名

課 名 応援要否

発 信 者 組 織 名 機材

部 署 名

担 当 者 名

電 話 番 号 応援要否

対 象 災 害 発 生 日 処理

種 別

災 害 名

■応援要請要否・必要内容 ※他自治体等からの応援要請要否、応援要請内容を入力
【人材】※応援が必要なもののみ、入力してください

必要人数（人） 必要期間（日）
必要人数

（人）
必要期間

（日）
必要人数
（人）

必要期間
（日）

必要人数
（人）

必要期間
（日）

数値入力 選択・数値入力 数値入力 選択・数値入力 数値入力 選択・数値入力 数値入力 選択・数値入力

【機材】※応援が必要なもののみ、入力してください

種別 （台・個数）
必要期間

（日）
（台）

必要期間
（日）

（台）
必要期間

（日）
トン （台）

必要期間
（日）

- 数値入力 選択・数値入力 数値入力 選択・数値入力 数値入力 選択・数値入力 選択・自由記述 選択・数値入力 数値入力 選択・数値入力

携帯トイレ

簡易トイレ

組立トイレ

災害用トイレ

【処理】※被災市町村外での処理が必要な場合のみ、発生・処理要請量等を入力してください

発生量 処理要請量 運搬 処理
（ｔ） （ｔ）

選択・自由記述 数値入力 数値入力

【二次仮置き場】※被災市町村外での仮置きが必要な場合のみ、対象廃棄物の種類・搬出時期等を入力してください

選択・自由記述 選択・自由記述

2019/1/1

9:00

ごみ収集運搬車両
（パッカー車）

車両・資機材(その他車両以外は４トン車として記入)仮設トイレ

し尿収集運搬車両
(バキューム車)

その他車両(コンテナを含む)

廃棄物系技術者 土木系技術者

必要

不要

（具体的に）

99-9999-9999

2019/1/1

事務系

備考種別

選択・自由記述

●他自治体等からの応援要請要否、応援要請内容を【人材】

【機材】【処理】に分けて記入

●【人材】事務系は、電話応対、情報整理、災害報告書作成等

の支援、廃棄物系技術者は災害廃棄物の処理方針、適正処

理、災害廃棄物処理実行計画作成等の支援、土木系技術者

は、損壊家屋等の撤去、仮置場等の設計・積算・現場監督等の

支援を想定

●【機材】車両の積載能力には幅があるが、４トンベースで要請

していただき、マッチング時に調整

●【処理】運搬に係る効率を上げるため大型車両を別途委託す
るケースも多く、それぞれの応援要否が必要

応援要否

処理

自由記述

必要人員・期間

その他（運転者・積込み・仮置場分別援助等）

自由記述

搬出時期の目安
（優先度）

種別 備考

自由記述
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様式 4-2：応援申出書

※黄色セル部分を入力

【様式4-2：応援申出書】 ●応援要請を受ける前（プッシュ型）で使用する。

要 請 日 時 要 請 日 応援可否

要請 時間 人材

送 信 先 国 ・ 府 県

市 町 村

課 名 応援可否

発 信 者 組 織 名 機材

部 署 名

担当 者名

電話 番号 応援可否

対 象 災 害 発 生 日 処理

種 別

災 害 名

■応援可否・応援内容 ※貴自治体の、被災した自治体への応援可否、応援可能な内容を入力
【人材】※応援が可能なもののみ、入力してください

可能人数（人）
可能期間
（日）

可能人数
（人）

可能期
間（日）

可能人
数（人）

可能期
間（日）

必要人
数（人）

必要期
間（日）

数値入力 選択・数値入力 数値入力 選択・数値入力 数値入力 選択・数値入力 数値入力 選択・数値入力

【機材】※応援が可能なもののみ、入力してください

種別 （台・個数）
可能期間
（日）

トン （台）
可能期
間（日）

トン （台）
可能期
間（日）

トン （台）
可能期
間（日）

- 数値入力 選択・数値入力
選択・

数値入力

数値

入力

選択・

数値入力

選択・

数値入力

数値

入力

選択・

数値入力
選択・自由記述

選択・

数値入力
数値入力 選択・数値入力

携帯トイレ

簡易トイレ

組立トイレ

災害用トイレ

【処理】※貴自治体の処理が可能な場合のみ、受入可能量等を入力してください

受入可能量

（ｔ）
選択・自由記述 数値入力

- -

99-9999-9999

2019/1/1

処理

種別 運搬の可否

仮設トイレ 車両・資機材(その他車両以外は４トン車として記入)

ごみ収集運搬車両
（パッカー車）

し尿収集運搬車両
(バキューム車)

その他車両(コンテナを含む)

●被災自治体等からの応援要請を受ける前から、応援可能な内容を【人

材】【機材】【処理】に分けて記入（事前に用意し記入しておく方が良い）

●【人材】事務系は、電話応対、情報整理、災害報告書作成等の支援、廃

棄物系技術者は災害廃棄物の処理方針、適正処理、災害廃棄物処理実
行計画作成等の支援、土木系技術者は、損壊家屋等の撤去、仮置場等の

設計・積算・現場監督等の支援を想定

●【機材】可能な限り、車両の積載能力ごとに申し出をしていただき、マッチ

ング時に調整

●【処理】運搬に係る効率を上げるため大型車両を別途委託するケースも

多く、それぞれの応援可否が必要

自由記述

（具体的に）

必要人員・期間

事務系 廃棄物系技術者 土木系技術者 その他（運転者・積込み・仮置場分別援助等）

2019/1/1

9:00

選択・自由記述

備考

自由記述

-

受入可能曜日

自由記述

「月-土」
など

受入可能時間

自由記述

「8:00-17:00」
など
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様式 4-3：受援・応援回答書

※黄色セル部分を入力

【様式4-3：受援・応援回答書】 ●応援要請・申出を受けて受援・応援のマッチングの際に使用する(府県・国が使用)。

回 答 日 時 回 答 日 応援可否

回答 時間 人材

受 援 自 治 体 府 県 名

市 町 村

課 名 応援可否

発 信 者 組 織 名 機材

(府県又は国) 部 署 名

担当 者名

電話 番号 応援可否

対 象 災 害 発 生 日 処理

種 別

災 害 名

■応援可否・応援内容 ※貴自治体へ、応援可能な自治体の応援可能内容

府 県 名 /
事業 者名

担 当 者

市 町 村 /

部 署 名
TEL 99-9999-9999

課 名 E-MAIL qqq@.jp

可能人数（人）
可能期間

（日）
可能人数

（人）
可能期
間（日）

可能人
数（人）

可能期
間（日）

必要人
数（人）

必要期
間（日）

数値入力 選択・数値入力 数値入力 選択・数値入力 数値入力 選択・数値入力 数値入力 選択・数値入力

種別 （台・個数）
可能期間

（日）
トン （台）

可能期
間（日）

トン （台）
可能期
間（日）

トン （台）
可能期
間（日）

- 数値入力 選択・数値入力
選択・

数値入力

数値

入力

選択・

数値入力

選択・

数値入力

数値

入力

選択・

数値入力
選択・自由記述

選択・

数値入力
数値入力 選択・数値入力

携帯トイレ

簡易トイレ

組立トイレ

災害用トイレ

受入可能量

（ｔ）
選択・自由記述 数値入力

- -

【二次仮置き場】※被災市町村外での仮置きが必要な場合のみ、対象廃棄物の種類・搬出時期等を入力してください

名称 面積（ha）

0.0

自由記述 選択・数値入力

●●運動場、など

※課題（自由記述）

所在地

自由記述

受入物

選択・自由記述

受入開始時期の

目安
（優先度）

選択・自由記述

備考

自由記述

2019/1/1

2019/1/1

9:00

99-9999-9999

（具体的に）

●被災自治体等からの応援要請と応援申出を受け、府県内の市町村間の

応援については府県が、府県を超えた応援については国がマッチングし、

受援側・応援側の双方に発信

●回答内容については、受援側と応援側の自治体とで直接電話等により

確認を行い、応援初日は双方の調整会議を実施

●受援自治体は、受援環境の整備として活動スペースや資機材の提供

等、活動に必要な情報の共有として、不慣れな状況をおぎなう情報や処理

のルール、進捗状況等の情報を支援自治体に提供し支援者の活動をサ

ポート

●【機材】車両の積載能力ごとに可能な限り調整し、過不足は応援実施後

に見直しを図る

【人材】必要人員・期間

事務系 廃棄物系技術者 土木系技術者 その他（運転者・積込み・仮置場分別援助等）

応援可能開始予定日

自由記述 自由記述 選択・自由記述 自由記述

仮設トイレ

ごみ収集運搬車両
（パッカー車）

し尿収集運搬車両
(バキューム車)

その他車両(コンテナを含む)

【機材】車両・資機材(その他車両以外は４トン車として記入)

2019/1/1

「月-土」
など

「8:00-17:00」
など

-

【処理】

種別 受入可能曜日 受入可能時間 運搬の可否 備考

自由記述

応 援 可 能
市 町 村 /

民 間 事 業 者
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様式 5：応援申出書（協定締結事業者）
※黄色セル部分を入力

【様式5：応援申出書（協定締結事業者）】 ●応援要請を受ける前（プッシュ型）で使用する。

要 請 日 時 要 請 日 応援可否

要請 時間 人材

送 信 先 国 ・ 府 県 ※協定未締結の場合は「未締結」

市 町 村

課 名 応援可否

発 信 者 組 織 名 機材

部 署 名

担当 者名

電話 番号 応援可否

対 象 災 害 発 生 日 処理

種 別

災 害 名

■応援可否・応援内容 ※貴自治体の、被災した自治体への応援可否、応援可能な内容を入力
【人材】※応援が可能なもののみ、入力してください

可能人数
（人）

可能期間
（日）

可能人
数（人）

可能期
間（日）

可能人
数（人）

可能期
間（日）

可能人
数（人）

可能期
間（日）

選択・自由記述 数値入力 選択・数値入力 数値入力 選択・数値入力 数値入力 選択・数値入力 数値入力 選択・数値入力

【収集運搬機材】※応援が可能なもののみ、入力してください

種別 （台・個数）
可能期間

（日）
トン （台）

可能期
間（日）

トン （台）
可能期
間（日）

トン （台）
可能期
間（日）

- 数値入力 選択・数値入力
選択・

数値入力

数値

入力

選択・

数値入力

選択・

数値入力

数値

入力

選択・

数値入力
選択・自由記述

選択・

数値入力
数値入力 選択・数値入力

携帯トイレ

簡易トイレ

組立トイレ

災害用トイレ

【仮置場の運用機材】※応援が可能なもののみ、入力してください

トン （台）
可能期間

（日）
トン （台）

可能期
間（日）

体積
(m3)

（台）
可能期
間（日）

トン （台）
可能期
間（日）

選択・

数値入力

数値

入力

選択・

数値入力

選択・

数値入力

数値

入力

選択・

数値入力

選択・

数値入力

数値

入力

選択・

数値入力
選択・自由記述

選択・

数値入力
数値入力 選択・数値入力

【処理】※再資源化及び処理が可能なものに対して、応援が可能な内容を入力

選択・自由記述 選択・自由記述

バックホウ ショベルローダー コンテナ その他

レンガくず・廃瓦

石材・石くず

自由記述

金属類

木くず

数値入力

協定名

●応援要請を受ける前から、応援可能な内容を【人材】【機材】【処理】に分

けて記入（事前に用意）、協定がない自治体は府県と相談

●【人材】収集運搬要員、重機運転要員については、【機材】の車両や重機

との関連性に注意

●【収集運搬・仮置場運用機材】可能な限り、車両の積載能力ごとに申し

出をしていただき、支援先自治体と調整

●【処理】災害廃棄物の種類ごとに再資源化・処理に分けて、可能量を記

入し、受入れ条件に対応して分別・前処理の必要性を考慮

運搬の
可否

応援可能内容

対応可能人員・期間

災害廃棄物の種類
備考受入条件

自由記述

重機運転要員

その他（ ）

廃畳

混合廃棄物

鋤取り土

スレート類・石綿含有成形板

コンクリートくず

受入
内容

仮設トイレ 車両・資機材(その他車両以外は４トン車として記入)

ごみ収集運搬車両
（パッカー車）

し尿収集運搬車両
(バキューム車)

その他車両

自由記述

受入可能量(トン)

仮置場運営管理要員 その他

（具体的に）

被災自治体等
への応援可否

収集運搬要員

99-9999-9999

2019/1/1

2019/1/1

9:00
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（資料２ 近畿ブロック協議会構成員等の連絡先）（2019年7月時点）

種別 組織の連絡先部署 電話番号

地
方
公
共
団
体

府 県

滋賀県 琵琶湖環境部循環社会推進課 077-528-3472
京都府 府民環境部循環型社会推進課 075-414-4730

大阪府 環境農林水産部循環型社会推進室資源循環課
06-6210-9289
06-6210-9562

兵庫県 農政環境部環境管理局環境整備課
078-362-3277
078-362-3279

奈良県 くらし創造部景観・環境局廃棄物対策課
くらし創造部景観・環境局環境政策課

0742-27-8746
0742-27-8663

和歌山県 環境生活部環境政策局循環型社会推進課 073-441-2675

政令市

京都市 環境政策局循環型社会推進部ごみ減量推進課 075-213-4930

大阪市 環境局総務部総務課
06-6630-3110
06-6630-3114

堺市 環境局環境事業部環境事業管理課 072-228-7478
神戸市 環境局環境政策課 078-595-6076

中核市

大津市 環境部廃棄物減量推進課 077-528-2802

豊中市 環境部減量計画課
06-6858-2272
06-6858-2279

高槻市 産業環境部資源循環推進課 072-669-1886
枚方市 環境部環境総務課 072-807-6211
東大阪市 環境部環境事業課 06-4309-3200
八尾市 経済環境部資源循環課 072-924-3866
寝屋川市 環境部環境総務課 072-824-0911
姫路市 環境局美化部リサイクル推進課 079-221-2404
尼崎市 経済環境局環境部資源循環課 06-6409-1341
西宮市 環境局環境事業部美化企画課

環境局環境施設部施設管理課
0798-35-8653
0798-22-6601

明石市 市民生活局環境室環境総務課 078-918-5029
奈良市 環境部廃棄物対策課 0742-71-3001
和歌山市 市民環境局環境部一般廃棄物課 073-435-1352

府 県
推 薦
市町村

柏原市 市民部環境対策課 072-972-1534
大阪府 太子町 まちづくり推進部生活環境課 0721-98-5522
洲本市 市民生活部生活環境課 0799-24-7607
豊岡市 市民生活部生活環境課 0796-23-5304
田辺市 市民環境部廃棄物処理課 0739-24-6218

民間団体
大阪湾広域臨海環境整備センター 企画課 06-6204-1724
公益社団法人 大阪府産業資源循環協会 06-6943-4016
一般社団法人 兵庫県産業資源循環協会 078-381-7464

有識者 京都大学大学院 地球環境学堂 准教授 浅利 美鈴 090-3166-3082

国の機関
国土交通省 近畿地方整備局 防災室 06-6942-1575
環境省 近畿地方環境事務所 資源循環課 06-4792-0702

オブザーバー

関西広域連合 広域防災局 広域企画課 078-362-9815
鳥取県 循環型社会推進課 0857-26-7562
徳島県 県民環境部環境指導課 088-621-2266
神戸大学大学院人間発達環境学研究科 准教授 田畑 智博 078-803-7887
龍谷大学理工学部環境ソリューション工学科 講師 水原 詞治 077-544-7109
公益財団法人 廃棄物・３Ｒ研究財団 研究参与 高田 光康 090-4285-8508
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（資料３ 用語の説明）

用 語 説 明

近畿ブロック
滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山

県の範囲をいう。

大規模災害廃棄物対策

近畿ブロック協議会

大規模災害発生時の廃棄物対策に関する広域的な

連携等について検討する組織であり、近畿ブロック

内の府県、市町村（政令市、中核市、府県推薦市町

村）、民間団体、有識者、国の機関からなる。

広域連携 府県域を越えた連携。

大規模災害

被害が広範囲にわたるほか、著しく地域の生活機能

や社会維持機能が阻害され、広域連携による対応が

必要な災害。

仮置場

災害廃棄物の一時的に集積する場所や選別・破砕等

の中間処理を行う場所のこと。仮置場の機能によっ

て、集積場、一次仮置場及び二次仮置場と分ける場

合がある。

D.Waste-Net

（災害廃棄物処理支援

ネットワーク）

国が集約する知見・技術を有効に活用し、各地にお

ける災害対応力向上につなげるため、その中心とな

る関係者による人的な支援ネットワーク。有識者、

自治体関係者、関係機関の技術者、関係業界団体等

からなる。

災害時処理困難物

災害時に保管・貯留されていた状態から一般環境中

へ飛散・流出・堆積することにより、適正かつ迅速

な処理が困難になる物、あるいは衛生状態の悪化や

環境汚染を生じるおそれのある物。

災害エスノグラフィー

災害現場に居合わせた人々の経験・証言等（暗黙知）

を、その場に居合わせなかった人々が共有できる形

（形式知）に組み立てることによる、災害対応に係

る知恵の体系化に関する研究。
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用 語 説 明

マンホールトイレ

下水道管路にあるマンホールの上に簡易な便座や

パネルを設け、マンホール内に汚物を直接廃棄する

簡易設営型のトイレ。

事業継続計画

（ＢＣＰ）

組織が自然災害等の緊急事態に遭遇した際に、事業

資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業

の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常

時に行うべき活動や緊急時における事業継続のた

めの方法、手段等を取りまとめた計画。

災害廃棄物処理計画

各自治体において、今後発生が予測される災害に備

え、その被害を抑止・軽減するための災害予防のほ

か、発生した災害廃棄物の処理を適正かつ迅速に行

うための応急対策、復旧・復興対策等を定めた計画。

災害廃棄物処理実行計画

発災後、被災状況を踏まえ、各自治体において、災

害廃棄物の処理方法や処理を完了するまでのスケ

ジュール等を定めた計画。

カウンターパート方式

被災した府県・市町村に対して、地理的な特徴や被

災自治体の規模等を勘案した上で、特定の府県・市

町村を割り当てて応援する方式。

片付けごみ

全壊・半壊を免れた家屋などから発生する、災害時

に破損したガラス食器類、瓦、ブロック、家具、家

電等を指す。なお、家電４品目については、家電リ

サイクル法に基づいた処理が必要となる。

プッシュ型支援、プル型

支援

プッシュ型支援：被災自治体からの具体的な要請を

待たずに、被災地に人員・資機材を派遣する支援。

プル型支援：被災自治体からの要請に応じて被災地

に人員・資機材を派遣する支援。
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（資料４ 今後の検討課題例）

行動計画策定（平成 29 年 7 月）以降の災害廃棄物対策指針の改定（平成 30 年３

月）、平成 30 年台風第 21 号による災害などの課題、ブロック協議会実施の各種調

査の検討結果等を踏まえると、行動計画の見直しにあたり、今後、以下について検

討することが考えられる。

一方で、以下に限らず、近畿ブロック協議会構成員が、様々な観点から不断の点

検を行うことが重要である。

第Ⅱ章

関連

○近畿ブロックの特性を踏まえた大規模災害のケーススタディ

（災害シナリオを設定の上、災害廃棄物発生量・必要な仮置場・既存施

設の処理可能量・処理年数の推計、災害時処理困難物の扱い・災害廃

棄物の運搬手段・運搬ルートの例示、上町断層帯地震のケーススタデ

ィ実施の検討、災害時処理困難物の扱い、必要な仮置場・他ブロック

との連携を含めたケーススタディ実施の検討 等）

○大規模風水害による災害廃棄物発生量、片付けごみ発生量等の推計

第Ⅲ、

Ⅳ章

関連

○近畿ブロックと他の地域ブロック間における、具体的な受援／応援の

方法（マニュアルの作成）

○D.Waste-Netへの具体的な要請事項

○住民に対する効果的な啓発・広報の方法

○災害廃棄物実行計画の事例収集・作成項目の検討

○災害発生時における市民への広報手段としてメディアの活用法

第Ⅳ章

関連

○大規模災害時の廃棄物処理における、関係者の役割の明確化・具体化

○図上演習等を通じた、標準的な大規模災害廃棄物の処理の手順の精査

○市町村職員と応援者との役割分担を明確にしたマニュアルの作成

○災害廃棄物処理の実務を経験したことがある者や、災害時処理困難物

の処理技術に関する専門的な知見を有する者をリストアップ

その他

○災害に係る協定、関係者へ報告する際の様式（関係者へ報告する際の

様式を訓練結果など踏まえて適宜修正）の充実（防災部局で発表して

いる内容の共通化など）

○一般廃棄物処理施設、産業廃棄物処理施設、し尿処理施設(簡易トイ

レを含む)、再資源化関連施設、災害時処理困難物処理施設、仮置場

等に関する情報の充実及び通常時及び発災時における情報共有

○大規模災害の発災後における大阪湾圏域における大規模災害に備えた

廃棄物処理業務継続計画（BCP）検討、その他民間事業者（産業廃棄

物処理事業者等）のBCP策定状況の把握及び実施・強化の促進等


